
令和 2年 9月 28 日 

建二第 104 号入札参加申請者 各位 

新潟市建築部公共建築第 2 課 

新 潟 市 財 務 部 契 約 課 

建二第 104 号 新潟市芸術創造村・国際青少年センター屋内運動場棟屋根改修工事 

工事の積算内容について（お知らせ） 

 令和 2年 9月 10 日公告の「建二第 104 号 新潟市芸術創造村・国際青少年センター屋内運動場

棟屋根改修工事」の積算について、下記のとおりお知らせいたします。 

 質疑については、電子入札システム上で回答済みですが、積算にあたってはご注意くださいま

すよう、よろしくお願いします。 

記 

１．発注図  

【改修特記仕様書（１） A-01】 

  「３．防水改修工事」を以下のように修正しました。 

  修正前 

  修正後 



【改修特記仕様書（４） A-04】 

  「７．塗装改修工事」を以下のように修正しました。 

  修正前 

修正後 
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新潟県防水工事業協同組合員以外の施工で、監督員が認めた場合は、防水施工

新潟県防水工事業協同組合との3者連名の保証書を提出する。

防水工事は、新潟県防水工事業協同組合員の施工の場合、防水施工業者、受注者

※既存部分に汚染又は損傷を与えるおそれのある場合は養生を行う。また、損傷

・ 樹脂注入工法　  [4. 1. 4][4. 3. 4]

注入工法の種類

※ 200～300
・ 　

※ 50～100
※ 100～200
※ 150～250
・ 　

0. 2以上～1. 0以下

・ 　

ひび割れ幅(mm) 注入口間隔(mm)

※図示による。
※図示による。
※図示による。

・ 手動式ｴﾎ゚ ｷｼ樹脂注入工法

・ 機械式ｴﾎ゚ ｷｼ樹脂注入工法

※自動式低圧ｴﾎ゚ ｷｼ樹脂注入工法

３

工事名 図名

年月日 縮　尺 図面番号

改修特記仕様書（ １ ）
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Ⅰ　共通仕様

改修標仕に記載されていない事項は、「 国土交通省大臣官房管庁営繕部監修　公共建築工事標準仕様

書(建築工事編)平成31年版」 (以下「 標仕」 という。 )による。

2. 改修標仕に用いられている用語を、次のとおり読み替える。

(1)「 契約書」 を「 新潟市契約規則による帳票規定(昭和41年4月1日訓令第9号)別記様式第6号の2

の工事請負契約約款(以下「 約款」 という。 )、及びその他の関連要綱」 に読み替える。

  (2)「 監督職員」 を「 監督員」 に読み替える。

  (3)「 特記仕様書」 を「 特記仕様」 に読み替える。

3. 次の各号に該当する改修標仕の項目について、改修標仕の規定を別表に置き換えて適用する。

号 項　　　目 置き 換え 後の改修標仕の規定

１章　各章共通事項

(1)1. 1. 2　用語の定義 (ｱ)「 監督員」 とは、約款第10条の規定により受注者に通知され

た者をいう。

２

仮

設

工

事

１ 監督員事務所等 ・ 監督員事務所　・ 10　 ・ 20　 ・ 35　 ・ 65　 ・ 　　　㎡程度を設ける。 [2. 4. 1]

・ 仮設事務所の中に監督員用空間を　　㎡程度確保する。

２ 監督員が使用でき

　る備品等

 [2. 4. 1]

監督員用備品として、下記のものを工事期間中、現場に常備し、貸与する。

・ 保護帽　　ケ　　・ 雨具　　着　　・ 長靴　　足　　・ 安全帯　　組

※ ※３ 工　事　用　水 構内既存の施設　　・ 利用できない　　　 利用できる（ 有償　　・ 無償）

※ ※４ 工事用電力 構内既存の施設　　・ 利用できない　　　 利用できる（ 有償　　・ 無償）

５ 仮設建物等

※６ 外部足場 ・ 枠組足場　　 く さび緊結式足場　　・ その他（ 　　　　　　　　　 ）

現場事務所､倉庫､下小屋等の仮設建物の位置はあらかじめ監督員の承諾を受ける。

における2の(2)手すり据置き方式又は(3)手すり先行専用足場方式により行う。

７ 内部仕上足場

運搬方法

養生

８

９

 [2. 3. 1]

 [2. 3. 1]

※監督員の指示による施設内移動とする。 (対象備品の移動先は、図示による) 
備品等の移動  [2. 3. 1]

・ 行わない

※ ※既存部分の養生　　　　　 ﾋ゙ ﾆー ﾙｼー ﾄ等　・ ( )

※ ※既存家具・ 設備等の養生　 ﾋ゙ ﾆー ﾙｼー ﾄ等　・ ( )

・ 脚立足場、足場板等　・ 枠組棚足場　・ 移動式足場　・ 　　　         [2. 2. 1]

 [2. 2. 1]

　等を与えた場合は、受注者の責任において速やかに修復等の処置を行う。

１ 防水の保証等
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部分粘着層付改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙー ﾌｨﾝｸ゙ ｼー ﾄの種類及び厚さ

※　 改修標準仕様書表3. 3. 3から表3. 3. 9による　・

平場の保護ｺﾝｸﾘ ﾄーの厚さ

・ 乾式保護材

　窯業系ﾊ゚ ﾈﾙ： 無石綿の繊維質原料等を主原料として、板状に押出成形し

ｵー ﾄｸﾚー ﾌ゙ 養生したもの。

　金属複合板： 金属板と樹脂を積層一体化したもの。

屋根露出防水絶縁工法及び屋根露出防水絶縁断熱工法の脱気装置の種類及び設置数量

※種類　 ｱｽﾌｧﾙﾄﾙー ﾌｨﾝｸ゙ 類の製造所の指定　　　・ 　

脱気装置　・ 　　　個

屋根露出防水絶縁断熱工法の場合の、 ﾙー ﾌﾄﾞ ﾚﾝ回り及び立上り部周辺の断熱材の張りじまい

※位置　 図示　・

・ ※E-1の工程３を行う部位（ ・ 　 　 　　　 　　　 　 貯水槽、浴槽等常時水に接する部位）

※押え金物の材質、形状及び寸法　 図示

※屋根排水溝　 図示　・  [3. 4. 2、 3]

改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼー ﾄ防水

・ AS-T1

・ AS-T2

・ AS-T3

・ AS-T4

・ AS-J2

・ ASI -J1

・ ASI -T1

・ AS-J3

・ AS-J1

※下層用　 2. 5以上　・ 　

※ 3. 0上層用　 以上　・ 　

※　　　　 4. 0以上　・ 　

※ 3. 0　　　　 以上　・ 　

※ 1. 5下層用　 以上　・ 　

※ 3. 0上層用　 以上　・ 　

※ 4. 0　　　　 以上　・ 　

※ 1. 5　　　　 以上　・ 　

※ 2. 0　　　　 以上　・ 　

※ 3. 0　　　　 以上　・ 　

※ 1. 5下層用　 以上　・ 　

※ 3. 0上層用　 以上　・ 　

※ 1. 5下層用　 以上　・ 　

※ 2. 0上層用　 以上　・ 　

施工箇所
層の種別

仕上塗料塗り
新規防水

[3. 1. 4]～[表3. 1. 1][3. 4. 1～][3. 4. 3][表3. 4. 1～表3. 4. 3]

※種類及び使用

様による

料は製造所の仕

※種類及び使用料は
製造所の仕様による

※種類及び使用料は
製造所の仕様による

・ M4AS

・ M3AS

・ P0AS

・ M3ASI

・ M4ASI

・ P0ASI

絶

縁

工

法

断

熱

工

法

密

着

工

法

AS-T1の場合

※ ｶﾗー
・ ｼﾙﾊ゙ ｰ

※ ｶﾗー
・ ｼﾙﾊ゙ ｰ

※ ｶﾗー
・ ｼﾙﾊ゙ ｰ

改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼー ﾄの種類及び厚さ

粘着層付改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼー ﾄの種類及び厚さ

部分粘着層付改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼー ﾄの種類及び厚さ

屋根露出防水絶縁工法及び屋根露出防水絶縁断熱工法の脱気装置の種類及び設置数量

※設置数量　 改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼー ﾄの製造所の指定　　・ 　　　　　個　

※種類　　　 改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼー ﾄの製造所の指定　　・ 　　　　　　　

※押え金物の材質、形状及び寸法　 図示

※ 1. 2・ S-M3( 　 ・ 　  )

※ 1. 2・ S-F1( 　 ・ 　  )

※ 2. 0・ S-F2( 　 ・ 　  )

※ 1. 5・ S-M1( 　 ・ 　  )

※ 1. 5・ S-M2( 　 ・ 　  )

新規防水層の種別

　　（ 厚さ(mm)）

備　　考

脱気装置 改修用ﾄﾞ ﾚﾝ

※ ※設ける 設ける

※ 1. 2・ S-F1( 　 ・ 　  )

・ ※ 1. 5S-M2( 　 ・ 　  )

※ 1. 5・ S-M1( 　 ・ 　  )

※ 1. 5・ S-M2( 　 ・ 　  )

※ 1. 2・ S-M3( 　 ・ 　  )

※設ける

※設ける

※ 1. 0・ S-C1( 　 ・ 　  )

・ P0S工法

・ S4S工法

・ S3S工法

・ M4S工法

・ P1S工法

施工箇所
工法の種類

防水改修

[3. 1. 4][表3. 1. 1][3. 5. 2][3. 5. 3][表3. 5. 1]

ﾙー ﾌｨﾝｸ゙ ｼー ﾄ防水

合成高分子系

・ M4SI

・ S3SI

断

熱

工

法

・ S4SI

・ P0SI

( ※ 1 . 0・ S-C1 　 ・ 　 )

※ 1. 2・ SI -F1( 　 ・ 　 )

※ 1. 2・ S-M3( 　 ・ 　  )

※ 1. 5・ SI -M2( 　 ・ 　 )

※ 1. 5・ SI -M1( 　 ・ 　 )

※ 2. 0・ SI -F2( 　 ・ 　 )

※設ける※設ける

※ 1. 5・ SI -M2( 　 ・ 　 )

※ 1. 5・ SI -M1( 　 ・ 　 )

※ 2. 0・ SI -F2( 　 ・ 　 )

※ 1. 2・ SI -F1( 　 ・ 　 )

種類数量は図示

種類数量は図示

種類数量は図示

種類数量は図示

・ S-M2の場合で立上がりが、接着工法の場合

※ 1. 5立上がり面のｼー ﾄ厚さ（ ・ 　　　　　　　 mm）

※ 2目地割り　（ ㎡程度　最大目地間隔 3m程度　・ 　　　　　　）

※目地の種類（ 押し目地　・ 　　　　　　　　　　　　　　　　）

※ [ 3 . 5 . 1 ]ﾙー ﾌｨﾝｸ゙ ｼー ﾄの種類及び厚さ　　 から[表3. 5. 3]による　　・ 　

※絶縁用ｼー ﾄの材質　 発泡ﾎ゚ ﾘｴﾁﾚﾝｼー ﾄ　　・ 　

固定金具の材質及び寸法形状

※厚さ0. 4mm以上の防錆処理した鋼板、ｽﾃﾝﾚｽ鋼板又はそれらの片面若しくは
　両面に樹種を積層加工した鋼板

脱気装置の種類及び設置数量　

※種類　　　 　 ﾙー ﾌｨﾝｸ゙ ｼー ﾄの製造所の仕様による　　 ・ 　　　　　　　　　　　

※設置数量　 　 ﾙー ﾌｨﾝｸ゙ ｼー ﾄの製造所の仕様による　　 ・ 　　　　　　　　個

ﾌ゚ ﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘー ﾄ部材の入隅部の増張り（ 種別 S-F1、 SI -F1の場合）

　・ 行う（ ・ 図示　・ 　　　　　　　　 ） 　　 ・ 行わない

機械的固定工法の場合の一般部のﾙーﾌｨﾝｸ゙ ｼー ﾄの張付け

・ P0X ※ X-1　　 ・ X-2
・ L4X ※・ X-1　　 X-2

・ P1Y ※ Y-2
・ P2Y ※ Y-2

防水改修工法の種類 施工箇所 新規防水層の種別 仕上塗料塗り

塗膜防水

※種類及び使用料は
製造所の仕様による

労働基準衛生施行令別表第三に掲げる特定化学物質TDI及びMOCA

を重量の1%を超えて含有するｳﾚﾀﾝ系塗膜防水材は使用不可とする。

※ ｶﾗー
・ ｼﾙﾊ゙ ｰ

※・ 保護層　 設ける（ P1Y、P2Y工法の新規防水層Y-2の場合）

・ 改修用ﾄﾞ ﾚﾝの設置（ POX工法の新規防水層X-1の場合）

・ 既存塗膜防水層表面仕上げ塗装の除去（ L4X工法の場合） [3. 2. 6][3. 2. 6]

[3. 2. 5]

[3. 6. 3]

※製造所標準仕様（ 立上り型）
・ ｽﾃﾝﾚｽ製　・ ｱﾙﾐ製又はｱﾙﾐ鋳物

※製造所標準仕様

種　類 材　料

・ 立上り部脱気型

※平面部脱気型

[3. 3. 3][3. 4. 3][3. 5. 3][3. 6. 3]

※種類、設置数:製造所の指定
[3. 1. 4][表3. 1. 2][3. 7. 4～3. 7. 7]

・ ｼー ﾘﾝｸ゙ 充填工法

・ ｼー ﾘﾝｸ゙ 再充填工法

・ 拡幅ｼー ﾘﾝｸ゙ 再充填工法

・ ﾌ゙ ﾘｯｼ゙ 工法

改修工法の種類 施工箇所

下表以外は、改修標仕表3. 7. 1を標準とする

ｼー ﾘﾝｸ゙ 材の種類及び施工箇所　　　　　　　　　　　　　　 [3. 7. 2][表3. 7. 1]

施工箇所 ｼー ﾘﾝｸ゙ 材の種類（ 記号）

脱気装置

建築基準法に基づき定める風圧力の計算書を監督員に提出すること

 [3. 7. 8]

※行わない
・ 行う　 ※　 簡易接着性試験　・ 引張接着性試験(施工部位　　　　　　 )

接着性試験

（ 試験成績書を監督員に提出し、承諾を得る）

※とい受け金物の取付け及び取付け間隔　 図示　・ [表3. 8. 2]による

※材種　 図示　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [3. 8. 2][表3. 8. 1]

※鋼管製といの防露　 図示　・ [表3. 8. 3]による [表3. 8. 5]

・ 250形 1. 6以上

・ 300形 1. 8以上

・ 350形 2. 0以上

※行う（ 図示）
・ 行わない

種　類 板厚(mm) 下地補修

ｱﾙﾐﾆｳﾑ製笠木

・

ｵー ﾌ゚ ﾝ形式ｱﾙﾐﾆｳﾑ製笠木の種類　　　　　　　　　　 [3. 9. 2][3. 9. 3][表3. 9. 1]

固定間隔　建築基準法に基づく指定する条件により定める

※下地補修　 樹脂ﾓﾙﾀﾙ薄塗　 t=3. 0

・ BB(Ⅲ)

・ AB(Ⅲ)

・ AB(Ⅱ)(過酷な環境の屋外)

表面処理

板材折曲げ形ｱﾙﾐﾆｳﾑ製笠木の取付工法

とい

笠木の固定金具は[3. 9. 3](2) (ｱ)とし、それ以外の取付方法は図示による。
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１ 施工数量調査 　　　　　　　　　                                              [1. 5. 2]

まとめた施工数量調査報告書を提出し、監督員の承諾を得て施工する。

調査範囲　外壁改修範囲

浮き部分を壁面に表示する。また、ﾓﾙﾀﾙの剥離・ 剥落など欠陥部分を

調査する。

ｺﾝｸﾘー ﾄの表面の剥がれ及び剥落部を壁面に表示する。

仕上塗材等の劣化部分、剥落部等を壁面に表示する。

新規仕上塗材の美観に影響を与えるおそれのある段差部等を壁面に

表示する。

調査内容　

ひび割れの幅及び長さを壁面等に図示する。

ひび割れ部の挙動の有無、漏水の有無及び錆汁の流出の有無を調査する。

外
壁
改
修
工
事
共
通
事
項

注入材料　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [4. 2. 2]

※・ 建築補修用注入ｴﾎ゚ ｷｼ樹脂 JI S A6024低粘度形 ・ JI S A6024中粘度形

１ ひび割れ部改修工法

4-2
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検査（ ｺｱ抜取り） 　　　　　　　　　　　　　　　　　 [4. 3. 4]

※行わない
※ 1・ 行う　 ( 個/500m毎、及びその端数につき1個　・ 　　個/ m毎)

抜取り部の補修方法

・ Uｶｯﾄｼー ﾙ材充填工法　　　　　　　　　　　       [4. 1. 4][4. 2. 2][4. 3. 5]

充填材料 種　別 備　考

・ ｼー ﾘﾝｸ゙ 材

※ 1成分形又は2成分形
　　　 ﾎ゚ ﾘｳﾚﾀﾝ系ｼー ﾘﾝｸ゙ 材

・

・ 可とう性ｴﾎ゚ ｷｼ樹脂 ﾎ゚ ﾘﾏー ｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙの充填

※行う　・ 行わない

※ ※充填工法（ ｴﾎ゚ ｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ　 ・ ﾎ゚ ﾘﾏー ｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ） 　　　　　　　  [4. 3. 7]

・ ｼー ﾙ工法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [4. 1. 4][4. 2. 2][4. 3. 6]

・ ﾊ゚ ﾃ状ｴﾎ゚ ｷｼ樹脂

ｼー ﾙ材料

・ 可とう性ｴﾎ゚ ｷｼ樹脂

[4. 3. 6](2) (ｳ)を「 ﾌ゚ ﾗｲﾏー を塗布したのち、 ｼー ﾙ材をﾊ゚ ﾃへら等で

ｸﾗｯｸに押し込み、周囲と平滑に仕上げる。」 と読み替える。

２ 欠損部改修工法

充填材料

・ ｴﾎ゚ ｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ

※充填工法　　　　　　　  [4. 1. 4][4. 2. 2][4. 3. 7]

・ ﾎ゚ ﾘﾏー ｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ

ﾎ゚ ﾘﾏー ｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙの塗り厚が20㎜を超える場合、または現状成形が

不可能な場合は監督員と協議すること。

・ 充填工法以外とする場合は図示による。

[3. 1. 4][表3. 1. 1][3. 6. 1]～[3. 6. 3][表3. 6. 1][表3. 6. 2]
モ
ル
タ
ル
塗
り
仕
上
げ
外
壁
改
修
工
事

※・ 行う（ 図示の範囲　・ 全面）

・ 樹脂注入工法　  [4. 1. 4][4. 3. 4]

注入工法の種類

※ 200～300
・ 　

※ 50～100
※ 100～200
※ 150～250
・ 　

0. 2以上～1. 0以下

・ 　

ひび割れ幅(mm) 注入口間隔(mm)

※図示による。
※図示による。
※図示による。

・ 手動式ｴﾎ゚ ｷｼ樹脂注入工法

・ 機械式ｴﾎ゚ ｷｼ樹脂注入工法

※自動式低圧ｴﾎ゚ ｷｼ樹脂注入工法

防水改修工法
の種類

ｼー ﾄの厚さ（ mm）

屋根露出防水絶縁断熱工法の防湿用ｼー ﾄ（ ・ 設置する　　・ 設置しない）

※・ SI -M1及びSI -M2の場合の防湿用ﾌｨﾙﾑ 図示

下記の劣化状況調査の結果について、施工方法、施工箇所、施工数量等を

「 手すり先行工法に関するｶ゙ ｲﾄﾞ ﾗｲﾝ」 に基づく足場の設置に当たっては、

同ｶ゙ ｲﾄﾞ ﾗｲﾝの別紙１「 手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」

種別　・ A種　・ B種　・ C種　・ D種　・ E種

※ [表3. 4. 1]から[表3. 4. 3]による　・

※ [表3. 4. 1]から[表3. 4. 3]による　・

※ [表3. 4. 1]から[表3. 4. 3]による　・

ｼー ﾘﾝｸ゙

(ﾅ) ｢工事検査」 とは、約款に規定する次の各事項をいう。

① 約款第32条第2項に規定する検査
② 約款第38条第3項に規定する検査
③ 約款第48条第1項に規定する検査
④ その他　新潟市請負工事検査要綱第5条に規定する検査

降雨等に対する養生２

方法(とい共)

[3. 1. 3]

３

・

ｱｽﾌｧﾙﾄ防水

[3. 1. 4][表3. 1. 1][3. 1. 1][3. 3. 3][表3. 3. 3～表3. 3. 10]

施工箇所

・ P1B

・ P1BI ・ T1BI

・ P2AI

・ P2A

・ M4C

・ M3D・ P0D

・ P0DI ・ M3DI

・ M4DI

防水改修工法の種類

・ P1E・ P2E屋内

防水

保
護
防
水

露
出
防
水

新規防水工法の種別 仕上塗料塗り

・ DⅠ-1 ・ DⅠ-2

・ BⅠ-1 ・ BⅠ-2 ・ BI -3

・ AⅠ-1 ・ AⅠ-2 ・ AI -3

・ C-1 ・ C-2 ・ C-3 ・ C-4

・ D-1 ・ D-2 ・ D-3 ・ D-4

※種類及び使用

様による

料は製造所の仕

・ E-1  ・ E-2

保護層　・ 要　　・ 不要

※ ｶﾗー
・ ｼﾙﾊ゙ ｰ

改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙー ﾌｨﾝｸ゙ ｼー ﾄの種類及び厚さ

※　 改修標準仕様書表3. 3. 3から表3. 3. 9による　・

※ [ 3 . 1 . 3 ] ( 5 ) ( ｱ)～(ｳ)による。

・ B-1 　 ・ B-2 　 ・ B-3

・ A-1 　 ・ A-2 　 ・ A-3

※こて仕上げ　 水下　80mm以上　・

※床ﾀｲﾙ張り　 水下　60mm以上　・

平たんさ　・ A種　・ B種　・ C種

平たんさ　・ A種　・ B種　・ C種

４

５

６

７

８

９

10

室内保護密着工法保護層が床塗りの場合の床の目地

２ ひび割れ部改修工法

4-3１ 既存ﾓﾙﾀﾙ塗りの撤去

別表(建築改修工事)

1. 4. 4　材料の検査等 (a)現場に搬入した材料は、種別ごとに監督員の検査を受ける。

ただし、次の(1)若しく は(2)に該当する場合またはあらかじめ

監督員の承諾を受けた場合は、この限りでない。

(1)工事完成検査時または工事写真で、JI S若しくは JASの

ﾏー ｸを確認できる場合

(2)建築基準法その他の認定品と指定された材料で、工事完成検査

時または工事写真で品質、性能を証明するﾏー ｸ等を確認でき

る場合

1. 7. 1　工事検査 約款に基づく部分払を請求する場合は、当該請求に係る出来形

部分等の算出方法について監督員の指示を受けるものとし、当

該請求部分に係る工事について、 (1)の要件を満たすものとする。

1. 本共通仕様及び特記仕様に記載されていない事項は、｢国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　公共建

　築改修工事標準仕様書(建築工事編)平成31年版」 (以下「 改修標仕」 という。 )によることとし、

  (1)  1章　1. 1. 2用語の定義の(ｱ)、及び(ﾅ)   (2)  1章   1. 4. 2材料の品質等の(1)及び(2)

  (3)  1章   1. 4. 4材料の検査等の(1)   (4)  1章   1. 7. 1工事検査の(1)から(3)

4. 改修標仕の次の項目の規定は適用しない。

１章　1. 1. 2　用語の定義の(ﾆ)  1章  1. 7. 2　技術検査　

(2)

(3)

業者、受注者、製造所との3者連名の保証書を提出する。

ver1. 01

Ⅱ　特記仕様
1.項目は、番号に　　印の付いたものを適用する。　　

2. 特記事項は、・ 印の付いたものを適用する。

※　　　　・ 印の付かない場合は、 印の付いたものを適用する。

※　　　　・ 印と 印の付いた場合は、共に適用する。

3. 特記事項の記載の[  .   .   ]内表示番号は、改修標仕の当該項目、当該図又は当該表を示す。

　　　特記事項に記載の( .   .   )内表示番号は、標仕の当該項目、当該図または当該表を示す。

章 　　　項　　目 特　　記　　事　　項

登録

２ 概成工期

品質計画等 建築基準法に基づき指定する条件

　・ 地区の区分に応じた風速（ Ｖo（ m／sec） ） 　 ・ ３０　 ・ ３２

　 ・ 地表面粗度区分　　・  Ⅰ　・  Ⅱ　・  Ⅲ　・  Ⅳ

　・ 多雪地域の指定　　積雪区分

３

新潟市建築基準法施行細則別表第２

１ 工事実績情報の

[1. 2. 1]

[1. 1. 4]

[1. 1. 13]

１

[1. 3. 3]・ 要　・ 不要

施工条件

※工事用車両の駐車場所　　　 任意　　・ 図示

※資機材の置場所　　　　　　 任意　　・ 図示

施工順序　　　　　　　　　 ・ 図示

その他（ 　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

発生材の処理等 引渡しを要する発生材

・ 金属類

保管場所

[1. 3. 5]

[1. 3. 12]

４ 電気保安技術者

５

６

※別添特記仕様書Ⅳによる。

※施工条件総括表による。一

般

共

通

事

項

・ PCB含有物

・ 吹付石綿

・ 石綿含保湿材

特別産業廃棄物 処理方法

・ 石綿含有吹付ﾛｯｸｳー ﾙ

・ 石綿含有吹付ﾊ゙ ﾐーｷｭﾗｲﾄ

・ 石綿含有吹付ﾊ゚ ﾗーｲﾄ

・ 石綿含有断熱材

※ 最終処分　 　 　 　
※ 最終処分　 　 　 　
※ 最終処分　 　 　 　
※ 最終処分　 　 　 　
※ 最終処分　 　 　 　
※ 最終処分　 　 　 　

※・ 工事現場において再利用及び再資源化を図るもの 図示による　 　

・ ひ素・ ｶﾄﾞ ﾐｳﾑ含有せっこうﾎ゙ ﾄーﾞの処理

※管理型最終処分場　　　・ 製造業者に委託
・ 石綿含有せっこうﾎ゙ ﾄーﾞ及びひ素・ ｶﾄﾞ ﾐｳﾑ含有せっこうﾎ゙ ﾄーﾞ以外のせっこうﾎ゙ ﾄーﾞ

① 最終処分とする場合は、管理型最終処分場で埋立処分する。
② 再資源化する場合は、再資源化施設の受入条件を確認のうえ、
　適切に分別した後、再資源化施設で再資源化する。

　・ （ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

・ 特別産業廃棄物の分析調査

・ PCB含有ｼー ﾘﾝｸ゙ 材の処理 分析調査　　・ 要　　・ 不要　

撤去　　　　・ 要　　・ 不要　

※　　　　　　 ・ 要　　 不要

特別な材料の工法 改修標仕及び標仕に記載されていない特別な材料の工法は、材料製造所の指定

工法による。

７

方法

８

調査のための破壊部分補修

調査方法

施工数量調査  [1. 5. 1]

 [1. 5. 2]

※図示　　・ ( )

※図示　　・ ( )

※図示　　・ ( )

 [1. 5. 3]

施工計画・ 数量調査の

                                                         [1. 6. 2]技能士９

技能検定の職種 選択作業

とび ・ とび作業

防水施工

・ ｳﾚﾀﾝｺ゙ ﾑ系塗膜防水工事作業

・ 合成ｺ゙ ﾑ系ｼー ﾄ防水工事作業

・ 塩化ﾋ゙ ﾆﾙ系ｼー ﾄ防水工事作業

・ ｼー ﾘﾝｸ゙ 防水工事作業　　　　

・ ｱｽﾌｧﾙﾄ防水工事作業

鉄筋施工 ・ 鉄筋組立て作業

型枠施工 ・ 型枠工事作業　

石材施工 ・ 石張り作業

ﾀｲﾙ張り ・ ﾀｲﾙ張り作業

建築大工 ・ 大工工事作業

内装仕上げ施工 ・ 鋼製下地工事作業

・ ﾌ゚ ﾗｽﾁｯｸ系床仕上げ工事作業

・ ﾎ゙ ﾄーﾞ仕上げ工事作業

左官 ・ 左官作業

ｻｯｼ施工 ・ ﾋ゙ ﾙ用ｻｯｼ施工

自動ﾄﾞ ｱ施工 ・ 自動ﾄﾞ ｱ施工作業

ｶ゙ ﾗｽ施工 ・ ｶ゙ ﾗｽ工事作業

・ 建築塗装作業塗装

・ 壁装作業表装

・ 吹付け硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫー ﾑ断熱工事作業熱絶縁施工

ｴー ｴﾙｼー ﾊ゚ ﾈﾙ施工 ・ ｴー ｴﾙｼー ﾊ゚ ﾈﾙ工事作業

樹脂接着剤注入施工 ・ 樹脂接着剤注入工事作業

造園 ・ 造園工事作業

ﾌ゙ ﾛｯｸ建築 ・ ｺﾝｸﾘー ﾄﾌ゙ ﾛｯｸ工事作業

 [1. 6. 5]見本施工10 ※実施する(・ 外壁塗装色　・ 　　　 )　 ・ 実施しない

[1. 8. 1～1. 8. 3]完成図等11 ・ 完成図　部　原図及びその複写図(2部)

※ Ａ３縮小製本図　　　部　及び　図面ﾃ゙ ﾀー（ JWW. CADﾃ゙ ﾀー、PDFﾃ゙ ﾀー　共）
※建物の保全に関する説明書(取扱説明書を含む｡)　　　部　　
※その他監督員が指定した図面

建築板金 ・ 内外装板金作業

ｶ゙ ﾗｽ用ﾌｨﾙﾑ施工 ・ ｶ゙ ﾗｽ用ﾌｨﾙﾑ施工(建築ﾌｨﾙﾑ施工)

新潟市建築部公共建築第２ 課

１

３ ３

仕様書

新潟市芸術創造村・ 国際青少年センター

３

３

新潟市芸術創造村・ 国際青少年センタ ー
屋内運動場棟屋根改修工事 2020. 07 A-01

屋内運動場棟屋根改修工事



測定室数　室

測定室数　室

工事名 図名

年月日 縮　尺 図面番号

改修特記仕様書（ ４ ）

内

装

改

修

工

事

６

内

装

改

修

工

事

６ 27 ﾌﾘー ｱｸｾｽﾌﾛｱ
寸法 高さ

構　法 表面仕上げ材
(mm) (mm)

・ 置敷式
・ 支柱 ・
　調整式

・ 置敷式
・ 支柱 ・
　調整式

施工箇所
性能
耐震

・  1. 0Ｇ

・  0. 6Ｇ

・  1. 0Ｇ

・  0. 6Ｇ

・  500×500

・  500×500

・  3000

・  5000

・  3000

・  5000

(N)

・ 帯電防止床ﾀｲﾙ

・ ﾀｲﾙｶー ﾍ゚ ｯﾄ

・

・ 帯電防止床ﾀｲﾙ

・ ﾀｲﾙｶー ﾍ゚ ｯﾄ

・

所定荷重
(20. 2. 2)

備考

寸法精度

ﾊ゚ ﾈﾙの長さ ※各辺の長さが500mm を超える場合　±0. 1％以内

500mm 以下の場合　　±0. 5mm以内

ﾊ゚ ﾈﾙの平面形状（ 角度） ※各辺の長さが500mm を超える場合　±0. 1％以内

500mm 以下の場合　　±0. 5mm以内

ﾌﾘー ｱｸｾｽﾌﾛｱの高さ ※±0. 5mm以内

構造形式に
よる種類

・ ｽﾀｯﾄﾞ式(内蔵）

・ ｽﾀｯﾄﾞ式(露出）
・ ﾊ゚ ﾈﾙ式
・ ｽﾀｯﾄﾞ ﾊ゚ ﾈﾙ式

表面仕上材
総厚さ (db/ﾊ゚ ﾈﾙ表面 性能500HZ)(mm)

・ 鋼板 ・ 0. 6 ・ ﾒﾗﾐﾝ樹脂 ・  0
・ ・ 0. 8 焼付又は ・  12

ｱｸﾘﾙ樹脂焼 ・  20
・ 壁紙張り ・  28

・  36

ｽﾀｯﾄﾞ ﾊ゚ ﾈﾙ (mm)
厚さ

仕上げ

遮音性 防火

・ 不燃

構成基材の種類
材質

ﾊ゚ ﾈﾙ内に取付ける建具　・ あり（ ※図示　・ 　　　 ） ・ なし

ﾄﾞ ｱｸﾛー ｻ゙ 、ー丁番、錠前、上げ落としは、標準仕様書 16章 8節の建具用金物に

対応する材質とする。

表面仕上材を壁紙張りとする場合の品質、性能は標準仕様書19章による

ﾊ゚ ﾈﾙ材のﾎﾙﾑｱﾙﾃ゙ ﾋﾄﾞ放散量　JI S A 6512によりF☆☆☆☆以上

28 可動間仕切

29 移動間仕切
走行方法

・ 平行方向 移動式

・ 二方向 移動式

操作方法に 圧接装置の
よる種別 操作方法

・ 手動式 ・ ﾌ゚ ｯｼｭ式
・ 電動式 ・ ﾊﾝﾄﾞ ﾙ式
・ 部分電動式 ・

総厚さ 遮音性
ﾊ゚ ﾈﾙ表面材質(mm) (db/500HZ)仕上げ

・ 鋼板 ・ 焼付塗装 ・  36未満
・ ・ 壁紙張り ・  36以上

・

(20. 2. 4)

ﾊ゚ ﾈﾙ表面仕上げの壁紙張りの品質、性能　標準仕様書19章による

遮音性能は、JI S A 6512に準拠し、中心周波数500Hzの音についての透過損失とする

ﾊﾝｶ゙ ﾚーー ﾙの取付け下地の補強

ﾗﾝﾅー

※取付け全重量の５倍以上の荷重に対して、使用上支障のない耐力及び変形量

　となるように補強する。

・ 図示

※(20. 2. 4) (3) (ｶ)  による。

(20. 2. 3)

ﾊ゚ ﾈﾙ表面材

・ 図示

30 ﾄｲﾚﾌ゙ ｽー 表面材の材料

・ ﾒﾗﾐﾝ樹脂系化粧板

・ ﾎ゚ ﾘｴｽﾃﾙ樹脂系化粧板

・

脚部 ﾄﾞ ｱｴｯｼ゙

形状 形状 材質

※幅木ﾀｲﾌ゚ ・ 標準 ・ ｱﾙﾐﾆｳﾑ製
・ ・ Ｒ ・ ｽﾃﾝﾚｽ製

・ 表面材と同材
・ 製造所の標準仕様

ﾊ゚ ﾈﾙ材のﾎﾙﾑｱﾙﾃ゙ ﾋﾄﾞ放散量　JI S A 6512によりF☆☆☆☆以上

(20. 2. 5)

・ 縦形

※図示

※図示

　－・ 電動 ・
・ ｸﾛｽｽﾗｯﾄ
・ ｱﾙﾐｽﾗｯﾄ・ 手動

　－
・・ 操作棒式

・ ｺー ﾄﾞ式 合金製
※ ｱﾙﾐﾆｳﾑ

33 ﾌ゙ ﾗｲﾝﾄﾞ

31 表示

32 室名札

※ ｷ゙ﾔ式　

形式

・ 横形・ 手動

操作方法

・ 電動

※ ２本操作ｺ ﾄーﾞ式
・ １本操作ｺ ﾄーﾞ式

種　類 ｽﾗｯﾄの材種

・  100
・  80

・ ・
※鋼製※ 25

ﾍｯﾄﾞ ﾎ゙ ｯｸｽ
・ ﾚー ﾙの材種

幅・ 高さ
取付箇所

ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金製

・ 図示
・

・ 図示
・

(20. 2. 12)
ｽﾗｯﾄ幅

(mm)

ｽﾗｯﾄの材質

　・ ｱﾙﾐｽﾗｯﾄ　焼付け塗装仕上げ

　・ ｸﾛｽｽﾗｯﾄ　消防法で定める防炎性能の表示がある特殊樹脂加工

寸法・ 取付箇所　　※図示 ・

ﾛー ﾙｽｸﾘー ﾝ 操作方式　　・ ｽﾌ゚ ﾘﾝｸ゙ 式　　・ ｺー ﾄﾞ式　　　　 ・ 電動式

幅、高さ　　・ 図示

材種　　　　・ ｶ゙ ﾗｽ繊維製　　・ 合成・ 天然繊維製　・ 木製

品質等　　　・

その他の材料　※ ﾛー ﾙｽｸﾘー ﾝの製造所の仕様による　　・

34

形式

・ ｼﾝｸ゙ ﾙ

・ ﾀ゙ ﾌ゙ ﾙ

・ 片引き

・ 引分け

・ 手引き

・ ひも引き

・ 電動

・ ﾌﾗﾝｽひだ

・ 箱ひだ、つまひだ

・ ﾌ゚ ﾚー ﾝひだ、片ひだ

ひだの種類開閉操作

・ 図示

・

(暗幕)

きれ地の種別、
品質、特殊加工等 取付箇所 備考

35 ｶー ﾃﾝ 　 (20. 2. 14)

(20. 2. 13)

暗幕ｶー ﾃﾝの両端、上部及び召合せの重なり　※ 300mm以上　・

・ ｽﾃﾝﾚｽ製材料による区分 ※ ｱﾙﾐﾆｳﾑ又はｱﾙﾐﾆｳﾑ合金の押出し成型材

強さによる区分　　　※ 10-90　　　 ・

仕上げ　　　　　　　※ ｱﾙﾏｲﾄ　　　 ・

形状　　　　　　　　※角形　　　 ・

ｶー ﾃﾝﾚー ﾙ36

(20. 2. 14)

37 ﾌ゙ ﾗｲﾝﾄﾞ ﾎ゙ ｯｸｽ

及びｶー ﾃﾝﾎ゙ ｯｸｽ

・ 鋼製（ 仕上げ： 　　　　　　　　　　　 ）

溝型×深さ（ mm） 　 ・  90×150　 ・  120×80　 ・  120×150　 ・  150×80　 ・ 図示

材質　　・ 集成材（ 仕上げ： 　　　　　　　　　　　 ）

・ ｱﾙﾐﾆｳﾑ製　押出し型材（ 市販品）

色合い　 ・ 標準色（ ） 　 ・ 特注色（ ）

種別（ 14. 2. 1） 　 ・  BC-1種　 ・  BC-2種

38 天井点検口

形式 備考材種 寸法

・ ｱﾙﾐﾆｳﾑ製 ・  450×450 ・ 鍵付き
・  600×600  ・ ｽﾃﾝﾚｽ製

・・ 鋼製

　密閉形とは、ﾎ゙ ﾙﾄ、ﾅｯﾄ等ﾒｶﾆｶﾙ構造にﾊ゚ ｯｷﾝを装着したものとする。

・ 一般形

・ 密閉形
・ 結露防止形

・ 屋内外用
・ 屋内用

39 床点検口

・  450×450 ※

材種

ｱﾙﾐﾆｳﾑ製

・

形式 外枠 内枠寸法

・ 額縁ﾀｲﾌ゚ ・ 額縁ﾀｲﾌ゚
・  600×600  ・ 目地ﾀｲﾌ゚ ・ 目地ﾀｲﾌ゚

・

・ 一般形・ 屋内外用
・ 屋内用

・ 気密形

 [7. 1. 3]

※(社)日本塗装工業会の会員　　・ 監督員の承諾する業者

・ F☆☆☆☆以外の材料を使用する場合、監督員の承諾を

・ 屋内の壁及び天井仕上げ材は、防火材料とする。

受けるものとする。

塗替えRB種の場合の既存塗膜の除去範囲

　※塗替え面積の30％　・ 図示　・

既存錆止め塗料の鉛含有量調査　　・ 行う（ 　　　　箇所） 　 ・ 行わない

[7. 2. 1～7]

塗装面　　　 　塗装の種類

・ 合成樹脂調合ﾍ゚ ｲﾝﾄ塗り

  (SOP)  

塗料の種類

※ 1種　 ・  2種

・ ｸﾘﾔﾗｯｶー 塗り(CL)  

・ ﾌﾀﾙ酸樹脂ｴﾅﾒﾙ塗り(FE)

・ ｱｸﾘﾙ樹脂系非水分散形塗料塗り(NAD) 

・ 耐候性塗料塗り(DP)

・ 合成樹脂ｴﾏﾙｼｮﾝﾍ゚ ｲﾝﾄ塗り(EP)  

・ 合成樹脂ｴﾏﾙｼｮﾝ模様塗料塗り(EP-T)  

・ ｳﾚﾀﾝ樹脂ﾜﾆｽ塗り(UC) 

・ ｵｲﾙｽﾃｲﾝ塗り(OS)   塗料（ ・ 油性　 ・ 水性）

・ 木材保護塗料塗り(WP)

塗装塗装５

４ 錆止め塗料塗り

木部 ※ RB種　・ 　 ・

鉄鋼面 ※ RB種　・ 　 RA種

亜鉛めっき面 ※ RB種　・ 　 RA種

亜鉛めっき面（ 鋼製建具等） ※ RB種　・ 　 RC種

ﾓﾙﾀﾙ、 ﾌ゚ ﾗｽﾀー 面 ※ RB種　・ 　

ｺﾝｸﾘー ﾄ面(DP以外)、 ※ RB種　・ 　 RA種

ALCﾊ゚ ﾈﾙ面

押出成形ｾﾒﾝﾄ板面
・  RC種

RA種ｺﾝｸﾘー ﾄ面（ DP）

  -せっこうﾎ゙ ﾄーﾞ面及び ※ RB種　・ 　
その他ﾎ゙ ﾄーﾞ面

・ 行う

・ 行う

・ 行わない

・ 行わない

・ 行う

・ 行わない

・ 行う

・ 行わない

下地面の種類
下地調整の種別

塗替え 新規
ひび割れ部の補修

・  RA種・  RB種

・  RA種・  RB種

・  RA種・  RB種 ・  RA種・  RB種

・  RA種・  RB種

・  RB種・  RC種

錆止め塗料塗りの種別

塗替え

EP-G以外 新規見え掛り

新規見え隠れ

塗替え

EP-G 新規見え掛り

新規見え隠れ

塗替え

新規鋼製建具等

A種 ※ C種　・

A種 ※ A種　・

A種 ※ B種　・

※ B種　・ A種 ※ C種　・

※ B種　・ A種 ※ A種　・
※ B種　・ A種 ※ B種　・

※ A種　・ B種 ※ C種　・

※ A種　・ B種 ※ A種　・

[7. 3. 2、 3]
工程の種別塗装面 塗料の種別

鉄鋼面

亜鉛

めっき面 塗替え

新鋼製建具等

C種 ※ C種　・

C種 ※ A種　・EP-G

EP-G以外

下地調整

屋内の亜鉛めっき鋼面

屋内の鉄鋼面

屋内の木部

ｺﾝｸﾘー ﾄ面等

上塗り等級（ 　 　） 級

ｺﾝｸﾘー ﾄ面及び押出成形ｾﾒﾝﾄ板面

鉄鋼面 上塗り等級（ 　 　） 級

亜鉛めっき鋼面

木部屋外

木部屋内

鉄鋼面

亜鉛めっき鋼面(鋼製建具）

亜鉛めっき鋼面(鋼製建具以外）

　　 　　 　　工程

塗替え 　　 　新規

※ B種　 ・ ※ A種　 ・

※ B種　 ・ ※ B種　 ・

※ B種　 ・ ※ B種　 ・  A種

※ A種　 ・ ※ B種　 ・

※ B種　 ・ ※ B種　 ・

※ B種　 ・  A種 ※ B種　 ・  A種

－ 　－

※ B種　 ・  A種 ※ B種　 ・  A種

A種

・ A種

・ A-1種

・ B-1種

・ C-1種

・ A-1種

・ B-1種

・ C-1種

・ A-2種

・ B-2種

・ C-2種
※ B種　 ・ ・  A種 ・  B種　

※ B種　 ・ ※ A種 ・

※ B種　 ・ ・  A種 ・  B種　

※ B種　 ・ ・  A種 ・  B種　

※ B種　 ・ ・  A種 ・  B種　
・  A種 ・  B種　※ B種　 ・
※ B種　 ・  A種※ B種　 ・  A種

－

※ B種　 ・  A種※ B種　 ・  A種

・ A種・  B種・ C種

[7. 4. 2～7. 15. 2]

塗

装

改

修

工

事

７

つや有合成樹脂ｴﾏﾙｼｮﾝﾍ゚ ｲﾝﾄ塗り(ｺﾝｸﾘー ﾄ面、ﾓﾙﾀﾙ面、 ﾌ゚ ﾗｽﾀー 面、

せっこうﾎ゙ ﾄーﾞ面、その他ﾎ゙ ﾄーﾞ面)の塗替えの場合のしみ止め

　・ 　

※ [7. 9. 1]の工程１の下塗りをしみ止めｼー ﾗー とする　・
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定性分析方法 定量分析方法

JI S A 1481-1または JI S A 1481-3または
JI S A 1481-2 JI S A 1481-4

・ 箇所 ・ 箇所

・ 箇所・ 箇所
・ 箇所・ 箇所
・ 箇所・ 箇所

材　料　名

分析方法

　ｱﾓｻｲﾄ、 ｸﾘｿﾀｲﾙ、ｸﾛｼﾄﾞ ﾗｲﾄ、ｱｸﾁﾉﾗｲﾄ、 ｱﾝｿﾌｨﾗｲﾄ、 ﾄﾚﾓﾗｲﾄ分析対象

・ 分析による石綿含有建材の調査

貸与資料( ) 調査範囲(・ 　　　　・ 図示　　　　　 ) 

吹き付け材、成形板、建築材料等の使用の有無について調査する。

工事着手に先立ち、目視及び貸与する設計図書等により石綿を含有している

[9. 1. 1、 3～5]

※石綿含有建材の事前調査

施工調査

建材の除去工事

石綿含有１

採取箇所　　・ 　図示　　・ｻﾝﾌ゚ ﾙ数　　１箇所あたり3ｻﾝﾌ゚ ﾙ

除去した石綿含有成形板の処分

・ 石綿粉じん濃度測定
　測定時期、場所及び測定点

測定名称 測定時期 測定場所適用

・ 測定 1

・ 測定 2

・ 測定 3

・ 測定 4

・・ 測定 5

・ 測定 6

・ 測定 7

・ 測定 8
・ 測定 9

・ 測定 10

(各処理作業室ごと)

処理作業前 処理作業室内 ・  ( )点

施工区画周辺又は敷地境界 ・  4方向各1点　 ・  ( )点

処理作業中 処理作業室内 ・  ( )点

ｾｷｭﾘﾃｨ ｿー゙ ﾝー入口 ・  ( )点

・ 出口吹出し風量1m/s以下の集じん・ 排気装置の排出口
　位置各1点(処理作業室外の場合)
・  ( )点

施工区画周辺又は敷地境界 ・  4方向各1点　 ・  ( )点

処理作業後 処理作業室内 ・  ( )点

(隔離ｼー ﾄ撤去前) 施工区画周辺又は敷地境界 ・  4方向各1点　 ・  ( )点

処理作業後　 ｼー ﾄ 処理作業室内 ・  ( )点

撤去後1週間以降 調査作業室外部の付近 ・  ( )点

測定箇所数

測定名称 測定方法

粉じん相対濃度計(ﾃ゙ ｼ゙ ﾀﾙ粉じん)計、 ﾊ゚ ﾃーｨｸﾙｶｳﾝﾀー 、・ 測定 4
繊維状粒子自動測定器(ﾘｱﾙﾀｲﾑﾌｧｲﾊ゙ ﾓーﾆﾀー )等の粉じ・ 測定 5
んを迅速に測定できる機器を用いた測定試料の吸引時間(mi n)

・ JI S K 3850-1に基づいた測定

測定名称

・ 測定 4　 ・ 　
25 5 30

・ 測定 5

・ 測定
47 10 120

・

・ 測定
47 10 240

・

・ 測定

・

測定方法

・ 自動測定器による測定

ﾒﾝﾌ゙ ﾚﾝﾌｨﾙﾀ
直径(mm)

試料の吸引
流量(L/mi n) 時間(mi n)

試料の吸引

石綿含有建材の処理

・ 石綿含有吹付け材の除去

除去対象範囲　・ 図示　・ 　　 除去工法　※[9. 1. 3](2) (ｱ)による

除去した石綿含有吹付け材等の飛散防止　　

※密封処理　　※湿潤化　　・ 固形化　

除去した石綿含有吹付け材等の処分

・ 埋立処分(管理型最終処分場)

・ 中間処理(溶融施設又は無害化処理施設)

・ 石綿含有保温材等の除去

除去工法　 ・ 粉砕して除去 ・ 手ばらし

除去対象範囲　・ 図示　　・

・  [9. 1. 3](2)による(損傷、劣化等で石綿粉塵を発散するおそれがある場合)

　除去対象範囲　・ 図示　　・

除去した石綿含有吹付け材等の飛散防止　　※湿潤化　　・ 固形化　　　　

除去した石綿含有保温材等の処分

・ 埋立処分(管理型最終処分場) ・ 中間処理(溶融施設又は無害化処理施設)

・ 石綿含有成型板の除去 除去対象範囲　・ 図示　　 ・

・

・ 石綿含有せっこうﾎ゙ ﾄーﾞ

石綿含有せっこうﾎ゙ ﾄーﾞを除く石綿含有成形板

※埋立処分(管理型最終処分場)

・ 埋立処分(安定型最終処分場) ・ 中間処理(溶融施設又は無害化処理施設)

石綿含有建材除去後の仕上げ工事　・ 図示　　・ 　　　

・ 石綿含有外壁塗装材の除去 　除去対象範囲　・ 図示　　 ・

除去工法　・ 石綿則第6条のただし書きにより、粉じん飛散防止に関し隔離措置

　と同等の措置と判断できる工法

注） 工法の詳細は、「 建築物の改修・ 解体時における石綿含有建築用仕上

　　　塗材からの石綿粉じん飛散防止処理技術指針（ 平成28年4月28日　国立研

究開発法人建築研究所・ 日本建築仕上材工業会） 」 による。

除去した石綿含有吹付け材等の処分

・ 埋立処分(管理型最終処分場) 

・

２

の処理

ﾘﾌﾗｸﾄﾘー ｾﾗﾐｯｸﾌｧｲﾊ゙ ｰ 施工調査

※ ﾘﾌﾗｸﾄﾘー ｾﾗﾐｯｸﾌｧｲﾊ゙ 含ー有建材の事前調査

工事着手に先立ち、目視及び貸与する設計図書等によりﾘﾌﾗｸﾄﾘー ｾﾗﾐｯｸﾌｧｲﾊ゙ をー

含有している建築材料等の使用の有無について調査する。

調査範囲(・ 　　 　　・ 図示　　　　　 ) 　貸与資料(  )

除去処理対象物　　・ 　

除去対象範囲　　 ・ 図示　　　・ 　

除去方法　　　　 ・ 図示　　　・ 　

処分　　　　　　 ・ 埋立処分（ 安定型最終処分場）
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２ 材料

下地調整３

１ 塗装業者

ﾍ゚ ｲﾝﾄ塗り(EP-G)

・ つや有合成樹脂ｴﾏﾙｼｮﾝ

種類 採取する部位・ 箇所数

・  PCB 含有ｼー ﾘﾝｸ゙ 部　位　・ 図示　・
箇所数： 　　箇所

・  PCB 含有ｼー ﾘﾝｸ゙ 部　位　・ 図示　・
箇所数： 　　箇所

材処分

PCB含有ｼー ﾘﾝｸ゙ 備　考

分析調査(第一次判定）

分析調査(第二次判定）

３

物質低減対策

１ 室内空気有機化学 1)　測定時期 ※監督員との協議による

別表A

ホルムアルデヒド

トルエン

キシレン

パラジクロロベンゼン

スチレン

エチルベンゼン

別表B

クロルピリポス

フタル酸ジ-n-ブチル

テトラデカン

フタル酸ジ-2-エチルヘキシル

ダイアジノン

フェノブカルブ

アセトアルデヒド

2)　測定対象物質

基準値 基準値

0. 08ppm

0. 07ppm

0. 05ppm

0. 04ppm

0. 05ppm

0. 88ppm

基準値 基準値

100μg/m3

260μg/m3

200μg/m3

240μg/m3

220μg/m3

3800μg/m3

0. 1μg/m3

17μg/m3

330μg/m3

100μg/m3

0. 29μg/m3

48μg/m30. 03ppm

0. 007ppb

1. 5ppb

0. 04ppm

6. 3ppb

0. 02ppb

3. 8ppb 33μg/m3

測定室数　室

(監督員の指定した室)

(監督員の指定した室)

3)　測定室

・ 改修工事の事前及び施工後(13物質)

※施工後(別表A6物質)

4)　測定方法

測定機器

9

追

加

特

記

※　(20. 2. 2) (2) (5) (a)～(c)による　・

測定要領 最新の基準等の測定方法

5)　測定結果が指針値を超えた場合の措置

※低減措置を講じ再測定で基準値内であることを工事受注者が行う。

6)　報告書の提出期限

※監督員との協議による。

建築材料等の選択、測定方法等で上記によりがたい場合は監督員と協議を行う。

7)　その他

・ あり「 建築工事等における家屋調査仕様書」

1)　家屋調査
家
屋
調
査

1) 再生資材の利用 下記資材の使用に際し、再生資材を利用すること。

再生資材名 規　　格 使用箇所 再資源化施設名・ 所在地 備 考

2) 建設発生土の利用 盛土等に使用する発生土は、下記の工事からの建設発生土を利用すること。

発注機関 工 事 名 発生場所 施工会社名・ 連絡先 備 考

工事の施工により発生する建設発生土は、下記の場所に搬出すること。3) 建設発生土の搬出

受入工事名／施設名称

工事場所／施設所在地

連　　　 絡　　 　先

仮置場所の有無

備 考

・ なし

(新潟市のﾎー ﾑﾍ゚ ｼー゙ に掲載)

ﾄｯﾌ゚ ﾍ゚ ｼー゙ >産業・ 経済・ ﾋ゙ ｼ゙ ﾈｽ>土木・ 建築>公共建築>工事関係書類)

4)  建設廃棄物の搬出（ 特定建設資材）

搬出する廃棄物名

処理施設名称

施 設 所 在 地

連 絡 先

備 考

工事の施工により発生する廃棄物は、下記の場所に搬出するものとして積算している。

搬出する廃棄物名

処理施設名称

施 設 所 在 地

連 絡 先

備 考

搬出する廃棄物名

処理施設名称

施 設 所 在 地

連 絡 先

備 考

上表は積算上の条件であり、処理施設を指定するものではない。
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最新の『 厚生労働省「 室内空気中化学物質の測定ﾏﾆｭｱﾙ」 、学校にあっては

文部科学省学校環境衛生基準』 (以下「 基準等」 という。 )に認められている

測定機器

・ 改築等新営工事の施工後(13物質) (監督員の指定した室)

新潟市建築部公共建築第２ 課

株式会社　大橋商会

新潟市芸術創造村・ 国際青少年センタ ー
屋内運動場棟屋根改修工事 2020. 07

新潟市北区太郎代字御城山787番地

木くず

025-257-4588
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